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パートタイム労働者の
納得度を高め
能力発揮を促進するために
～要素別点数法による職務評価の実施ガイドライン～
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はじめに

　少子高齢化が進み、労働力人口が減少する中、パートタイム労働者数は雇用者全体の約３割を占め、

我が国の経済活動の重要な役割を果たしています。また、雇用形態が多様化する中で、従来の補助的

業務に限らず、役職に就くなど基幹的な働き方をするパートタイム労働者もみられるなど、パートタイ

ム労働者の働き方がより多様化する傾向が見られます。その一方で、パートタイム労働者の待遇がそ

の働き・貢献に見合ったものになっていない場合もみられます。

　正社員との不合理な待遇の格差を解消し、パートタイム労働者の働き・貢献に見合った公正な待遇

が実現できれば、　パートタイム労働者の納得性や働くモチベーションが高まることにより、労働生

産性が向上し、企業活動の活性化に繋がることが期待されます。

　パートタイム労働者と正社員の均等・均衡を図るためには、パートタイム労働者の処遇が職務（役割）

によって規定されていることが多いことから、パートタイム労働者の仕事の大きさと正社員の仕事の

大きさを比較する「職務（役割）評価」を活用することが有益と考えられます。職務評価には様々な手法

がありますが、ここでは、より詳細な職務評価が可能な「要素別点数法」による職務評価により、正社

員との均等・均衡待遇の現状を把握した上で、各企業の人材活用戦略に応じた処遇制度を検討する

ための方法を紹介しています。

　「要素別点数法」とは、職務内容を構成要素ごとに点数化し、その大きさを比較する手法です。

パートタイム労働者と正社員の均等・均衡待遇がどの程度確保されているかをチェックすることができ、

パートタイム労働者の果たしている職務をより正確に把握し、納得性を高めるために役立つと考えられ

ます。

　職務評価制度やパートタイム労働者の能力発揮促進に関心のある皆様に、ガイドラインをご活用

いただき、パートタイム労働者が生き生きと能力を発揮できる環境整備のための一助となれば、幸い

です。
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　パートタイム労働者が増加し、基幹的な役割を担うものが増加する一方で、その働き・貢献に見合った待遇が

得られていない場合もあり、正社員との均等・均衡待遇を推進し、公正な待遇を確保することが重要な課題となっ

ています。

　パートタイム労働者と正社員の均等・均衡を図るためには、パートタイム労働者の処遇が職務（役割）によって

規定されていることが多いことから、パートタイム労働者の仕事の大きさと正社員の仕事の大きさを比較する「職

務（役割）評価」を活用することが有益と考えられます。

　そこで本ガイドラインでは、職務（役割）評価の手法のうち、仕事の大きさの違いを比較することが容易である

「要素別点数法」という手法について紹介しています。

　本ガイドラインを使用することにより、パートタイム労働者の活用戦略に沿ったパートタイム労働者と正社員

との均等・均衡が図られているかについて確認することができます。

　また、応用編として、パートタイム労働者と正社員の間の処遇における均等・均衡の実現に資するための格付

け制度、賃金制度を設計する方法も紹介しています。

　なお、これから「職務（役割）」という用語が頻繁に使われるので、その意味を説明しておきます。労働者が担当

する仕事の範囲を決める際に、アメリカのように狭く設定する方法と日本のように広く設定する方法があります。

ここでは、狭く設定された仕事を職務、広く設定された仕事を役割と呼んでいます。

　本ガイドラインでは、職務(役割)、職務、役割という用語が使い分けられていますが、原則として同じ意味で

使われていると考えてください。

　本ガイドラインで紹介する手法は、ITツールとしてダウンロードして使用することができます。詳しくは、本

ガイドラインの64ページを参照してください。

なぜ、職務(役割)
評価なのか？

　職務（役割）評価とは、社内の職務内容を比較し、その大きさを相対的に測定する手法です。人事管理上、よく

用いられている人事評価とは異なるものです。職務（役割）評価の手法を大別すると、次の4種類が挙げられます

【図表1-01】。

（1）職務（役割）評価とは？

1
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【図表 1-02】職務（役割）評価の手法（イメージ図）

手法 内容

単純比較法 　社内の職務を1対1で比較し、職務の大きさが同じか、あるいは、異なるかを評価します。比較の際に、
職務を細かく分解せず、全体として捉えて比較します。

分類法
　社内で基準となる職務を選び、詳細な職務分析を行った上で、それを基に「職務レベル定義書」を作
ります。「職務レベル定義書」に照らし合わせ、全体として、最も合致する定義はどのレベルかを判断し、
職務の大きさを評価します。

要素比較法
　あらかじめ定めておいた職務の構成要素別に、レベルの内容を定義します。職務を要素別に分解し、
その要素ごとに最も合致する定義はどのレベルかを判断することにより、職務の大きさを評価します。
分類法のように、職務全体として判断するよりも、客観的な評価が可能です。

要素別点数法
　要素比較法と同様に、職務の大きさを構成要素ごとに評価する方法です。評価結果を、要素比較法
のようにレベルの違いで表すのではなく、ポイントの違いで表すのが特徴です。要素別にレベルに応
じたポイントを付け、その総計ポイントで職務の大きさを評価します。

【図表1-01】 職務(役割)評価の手法
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　「単純比較法」は、簡便である反面、違いの程度まで把握することができません。「分類法」は、丁寧な評価が可

能ですが、詳細な職務分析を行う必要があるため、手間のかかる手法です。「要素比較法」や「要素別点数法」は、

簡易にも精緻にも実施可能であり、より客観的な評価を行うことができます。

　そこで、本ガイドラインでは、やり方次第では、簡易にも精緻にも実施可能であり、かつ、職務の大きさを定

量的に把握でき、結果を様々なことに応用できる「要素別点数法」について解説します。

　なお、本ガイドラインの説明で用いる「要素別点数法」は、学習院大学が開発した「GEM Pay Survey 

System」をもとにしています【62～63ページのコラム参照】。

　要素別点数法による職務(役割)評価は、「職務(役割)評価表」を用いて職務(役割)評価ポイントを算出して行いま

す【図表1-03】。職務(役割)評価表は下記の3つの要素から構成されています。

　「評価項目」とは、要素別点数法で用いられる職務内容の構成要素を示します。「GEM Pay Survey System」

では、【図表1-03】にあるような8つの項目を挙げています。この8つの側面から職務の大きさを測定します。

　

　「ウェイト」とは、会社の事業特性等に応じた構成要素の重要度を示します。重要な「評価項目」であれば、ウェ

イトは大きく設定されます。ウェイトを大きく設定することで、職務(役割)評価ポイントが大きく変化します。

　「スケール」とは、構成要素別にポイントを付ける際の尺度の基準を示します。【図表1-03】では、5段階の尺度

の基準を設定していますが、より精緻な評価を行う場合であれば、段階を増やすことも有用です。

評価項目 ウェイト スケール
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1 職務（役割）評価とは？

　評価項目別のポイントは、「ウェイト」×「スケール」で計算され、全ての評価項目のポイントを総計したものが

当該職務の大きさです（【図表1-03】の職務(役割)評価表の例では、職務の大きさは18ポイントとなります）。こ

の値を「職務(役割)ポイント」と呼びます。

【図表 1-03】職務 ( 役割 ) 評価表

評価項目 定義 ウェイト スケール ポイント

1 2 2

1 1 1

2 4

従業員の裁量に任せる仕事 1 1 1

2 2 4

1 3 3

会社全体への業績に大きく影響する仕事 1 1 1

18

仕事を行う上で、社外の取引先や顧客、
部門外との調整が多い仕事　

仕事を進める上で特殊なスキルや
技能が必要な仕事

現在の方法とは全く異なる新しい方法が
求められる仕事

採用や配置転換によって
代わりの人材を探すのが難しい仕事

仕事を進める上で部門内の人材との
調整が多い仕事

⑧経営への影響度

2 1 2職務に関する課題を調査・抽出し、
解決につなげる仕事

⑦問題解決の困難度

⑥対人関係の複雑さ
  （部門内）

⑤対人関係の複雑さ
  （部門外／社外）

④裁量性

③専門性

②革新性

①人材代替性

5 …… 担当分野において高い専門性が必要とされ、かつその周辺分野においても高い専門性が必要とされる仕事
4 …… 担当分野において高い専門性が必要とされ、かつその周辺分野においても平均的な専門性が必要とされる仕事
3 …… 担当分野において高い専門性が必要とされる仕事
2 …… 担当分野において平均的な専門性が必要とされる仕事
1 …… それほど専門性が必要とされない仕事

【スケール】  ③「専門性」の例

2

ポイント＝
ウェイト×スケール

ポイント総計＝
職務（役割）ポイント＝
職務の大きさ

ウェイト＝
評価項目の重要度

評価項目＝
職務の構成要素
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　では、職務(役割)評価を通じて、どのようなことが分かるのでしょうか？　パートタイム労働者と正社員それ

ぞれに対して行った場合、大別すると下記の2つが挙げられます。

1　パートタイム労働者と正社員の職務の大きさ
2　パートタイム労働者と正社員の均等・均衡待遇の状況
　

　1を図式化すると、【図表1-04】のとおりです。

　【図表1-04】は、パートタイム労働者のＡさん、Ｂさんと正社員のＣさんについて、職務(役割)評価を実施し

た結果です。職務(役割)ポイントは、各々Ａさん18ポイント、Ｂさん22ポイント、Ｃさん22ポイントとなり

ました。ＢさんとＣさんは、同じ22ポイントなので、職務全体の大きさが同じであることが分かります。

　評価項目別に見てみると、「③専門性」でＢさんが6ポイントと高く、Ｃさんが4ポイントと低くなっています

が、「②革新性」や「④裁量性」では、ＣさんがＢさんより高くなっている、というように職務(役割)評価を用いると、

各人が担当している職務の大きさや構成要素のどこに違いがあるのかが分かります。

（ 2 ） 職務（役割）評価で分かること

評価項目

⑧経営への影響度

⑦問題解決の困難度

⑥対人関係の複雑さ
  （部門内）

⑤対人関係の複雑さ
  （部門外／社外）

④裁量性

③専門性

②革新性

①人材代替性 1 2 2 22 2 2

1 1 1 21 1 2

2 2 3 24 6 4

1 1 1 21 1 2

2 2 2 24 4 4

1 3 3 33 3 3

2 1 2 22 4 4

1 1 1 11 1 1

18 22 22

ウェイト
スケール ポイント スケール ポイント スケール ポイント

Aさん
パートタイム労働者

Bさん
パートタイム労働者

Cさん
正社員

【図表1-04】パートタイム労働者と正社員の職務の大きさ

【図表 1-04】パートタイム労働者と正社員の職務の大きさ
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1 職務（役割）評価とは？

　2を図式化すると、【図表1-05】のとおりです。

　【図表1-05】では、賃金（時間賃率：1時間当りの時間単価）について、パートタイム労働者のＢさんと正社員

のＣさんの間で均等・均衡待遇の状況を検証した図です。

　ＢさんとＣさんの間では、職務(役割)ポイントが同じですから、同程度の処遇が望ましいと言えます。

　ところが、実際にはＣさんの時間賃率1,200円に対して、Ｂさんの時間賃率は800円と大きく開きがあり、

均等・均衡待遇が図られていない可能性があります。

　ただし、均等・均衡待遇が確保されているかを判断するには、さらに「人材活用の仕組みや運用など」を考慮す

る必要があります。

　本例では、職務(役割)評価の方法を簡単に説明するために、パートタイム労働者と正社員の「人材活用の仕組

みや運用など」が同じであることを前提に、両者を比較しています。「人材活用の仕組みや運用など」については、

Step2（３）を参照してください。

　また、要素別点数法による職務(役割)評価の実際の活用方法をイメージするために、導入企業の事例を【50～

61ページ】で紹介しています。

【図表1-05】 パートタイム労働者と正社員の均等・均衡待遇の状況

パートタイム
Ｂさん

正社員
Ｃさん

◀職務（役割）ポイントが同じ▶

◀均等・均衡待遇が確保される例▶

※上記は、同額を例として取り上げていますが、実際には、幅で比較検討するものです。

時間賃率
1200円

時間賃率

800円

時間賃率
1200円

時間賃率

1200円

22p 22p

本来

実際

11
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職務（役割）評価の
進め方2

　本ガイドラインでは、職務（役割)評価に関する具体的な手順を3つのステップに分けて解説します。

【図表2-01】 職務(役割)評価の進め方における３つのステップ

職務( 役割 )評価をやってみましょう！【13ページ】

均等・均衡待遇が図られているか
チェックしてみましょう！【17ページ】

職務（役割）評価の結果を活用して均等・均衡
待遇を実現できる制度を検討してみましょう！

（応用編） 【26ページ】

　職務（役割）評価の理解を深めるために、数人のパートタイム労働者と正社員を抽出し、

職務（役割）評価を試してみます。

　職務（役割）評価を使って、数十人程度のパートタイム労働者と正社員を特定して比較

することにより、パートタイム労働者と正社員との間で、仕事内容と賃金の関係におい

て、均等・均衡待遇が実現できているかを確認します。

　パートタイム労働者を戦略的に活用するとともに、パートタイム労働者と正社員との

均等・均衡待遇を実現するために、パートタイム労働者の活用戦略を策定し、職務（役割）

評価を使って、活用戦略に基づいた格付け（役割等級）制度と賃金制度を設計します。

Step1

Step2

Step3
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　職務(役割)評価を適用してみたいパートタイム労働者や正社員を数名リストアップしてください。

　リストアップしたパートタイム労働者や正社員それぞれが担当する職務(役割)を評価してみましょう。ここで

の作業で使用する職務(役割)評価表は、次ページの【図表2-02】のとおりです。また、ポータルサイトからITツー

ルとしてダウンロードすることも可能です。

　まず、「評価項目」と「定義」を1つ1つ確認しましょう。次に、「ウェイト」と「スケール」です。「ウェイト」は、職務

(役割)評価の作業に慣れるまでは、全て「1」に設定しましょう。「職務（役割）評価表」の「ウェイト」欄に、「1」を書

き込んでください。「スケール」は、【図表2-04】の「職務(役割)評価の評価項目別のスケール」を参考にします。ス

ケールは5段階となっており、数字が大きいほど、高度な職務と判断されます。このスケールに照らし合わせて、

「職務（役割）評価表」の「スケール」欄に該当する定義のポイントを書き込んでください。

　最後に、「ポイント」欄です。この「ポイント」欄には、「ウェイト」に「スケール」を掛け合わせた値を記入してくだ

さい。全ての「評価項目」について「ポイント」の計算ができたら、集計して一番下の欄に総計を記入しましょう。

　この値が「職務(役割)ポイント」になります。

　当該職務の職務(役割）ポイントを算出するには、労働者の個人の特徴ではなく、職務（役割）そのものを評価し

ましょう。

（1） 社員のリストアップ

（2） 職務(役割)評価の実施

　職務(役割)評価はどういうものかを理解するために、実際に職務(役割)評価を試してみ
ましょう。
　手順は、下記のとおりです。

職務(役割)評価をやってみましょう！ 

  （1）社員のリストアップ

　（2）職務（役割）評価の実施

Step   1
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評価項目 定義 ウェイト スケール ポイント

従業員の裁量に任せる仕事

会社全体への業績に大きく影響する仕事

仕事を行う上で、社外の取引先や顧客、
部門外との調整が多い仕事　

仕事を進める上で特殊なスキルや
技能が必要な仕事

現在の方法とは全く異なる新しい方法が
求められる仕事

採用や配置転換によって
代わりの人材を探すのが難しい仕事

仕事を進める上で部門内の人材との
調整が多い仕事

⑧経営への影響度

職務に関する課題を調査・抽出し、
解決につなげる仕事⑦問題解決の困難度

⑥対人関係の複雑さ
  （部門内）

⑤対人関係の複雑さ
  （部門外／社外）

④裁量性

③専門性

②革新性

①人材代替性

【図表2-02】評価記入シード

氏名：（　　　　　　）　雇用形態：パートタイム労働者 ・ 正社員　職種：（　　　　）　職位：（　　　　）　　　　　　

【図表2-02】 職務（役割）評価表

評価項目 定義 ウェイト スケール ポイント

従業員の裁量に任せる仕事

会社全体への業績に大きく影響する仕事

仕事を行う上で、社外の取引先や顧客、
部門外との調整が多い仕事　

仕事を進める上で特殊なスキルや
技能が必要な仕事

現在の方法とは全く異なる新しい方法が
求められる仕事

採用や配置転換によって
代わりの人材を探すのが難しい仕事

仕事を進める上で部門内の人材との
調整が多い仕事

⑧経営への影響度

職務に関する課題を調査・抽出し、
解決につなげる仕事

⑦問題解決の困難度

⑥対人関係の複雑さ
  （部門内）

⑤対人関係の複雑さ
  （部門外／社外）

④裁量性

③専門性

②革新性

①人材代替性

【図表2-03】

氏名：（　　　　　　）　雇用形態：パートタイム労働者 ・ 正社員　職種：（　　　　）　職位：（　　　　）　　　　　　Dさん 販売職 なし

ポイント＝
ウェイト×スケール

職務（役割）ポイント

1 2 2

1 1 1

1 3

1 2 2

1 1 1

1 3 3

1 1 1

15

1 2 2

3

ウェイトは職務（役割）評価に慣れるまでは
1を記入しましょう

【図表2-03】 職務（役割）評価表　※記入例
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【図表2-04】 職務（役割）評価の評価項目別のスケール

定義

採用や配置転換による代替人材の確保が不可能な仕事

スケール

5

採用や配置転換による代替人材の確保が非常に難しい仕事

採用や配置転換による代替人材の確保が難しい仕事

採用や配置転換による代替人材の確保が容易な仕事

採用や配置転換による代替人材の確保が非常に容易な仕事

現在の手法と全く異なるものが求められる仕事

現在の手法を参考程度にしながら、異なるものが求められる仕事

現在の手法をある程度活用出来る仕事

現在の手法をかなりそのまま活用出来る仕事

現在の手法をそのまま活用出来る仕事

担当分野において高い専門性が必要とされ、かつその周辺分野においても高い専門性が必要とされる仕事

担当分野において高い専門性が必要とされ、かつその周辺分野においても平均的な専門性が必要とされる仕事

担当分野において高い専門性が必要とされる仕事

①人材代替性

②革新性

③専門性

④裁量性

⑤対人関係の
   複雑さ
  （部門外／社外）

⑥対人関係の
   複雑さ
  （部門内）

⑦問題解決の
   困難度

⑧経営への
   影響度

評
価
項
目

4

3

2

1

5

4

3

2

1

5

4

3

担当分野において平均的な専門性が必要とされる仕事2

それほど専門性が必要とされない仕事1

自由裁量を行使した結果が、企業全体に影響を与える仕事

自由裁量を行使した結果が、当該部門全体に影響を与える仕事

自由裁量を行使した結果が、当該部門の一部に影響を与える仕事

5

4

3

自由裁量を行使した結果が、本人のみに影響を与える仕事2

原則として自由裁量のない仕事1

部門外・社外との交渉・折衝業務が非常に多い仕事

部門外・社外との交渉・折衝業務が多い仕事

部門外・社外との交渉・折衝業務がやや多い仕事

5

4

3

部門外・社外との交渉・折衝業務が少ない仕事2

部門外・社外との交渉・折衝業務がない仕事1

部門内との調整作業が非常に多い仕事

部門内と の調整作業が多い仕事

部門内との調整作業がやや多い仕事

5

4

3

部門内との調整作業が少ない仕事2

部門内との調整作業がない仕事1

最初から新しい方法を用いなければ解決出来ない仕事

既存の方法を参考にしつつも、新しい方法を用いなければ解決出来ないことが多い仕事

既存の方法を大きくアレンジすることで解決出来ることが多い仕事

5

4

3

既存の方法を少しだけアレンジすることで解決出来ることが多い仕事2

既存の方法で解決出来ることが多い仕事1

経営への影響度が非常に大きな仕事

経営への影響度が大きな仕事

経営への影響度がやや大きな仕事

5

4

3

経営への影響度が軽微な仕事2

経営への影響度が非常に軽微な仕事1

学習院大学「GEM Pay Survey System」より
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　次に、職務(役割)ポイントを、図表にプロットしてみましょう。【図表2-05】は、パートタイム労働者Ｄさんと

Ｅさん、正社員のＦさんの職務(役割)ポイントをプロットしたものです。ここでのＤさんとは、【図表2-03】で評

価した人を示しています。

　ＤさんとＥさんの職務(役割)ポイントは異なりますが、パートタイム労働者であるＥさんと正社員のＦさんは、

同じ職務(役割)ポイントの18pになっているのが分かります。

　Step1では、職務(役割)評価の概要を説明しました。ここからは、Step2に進み、職務(役割)評価を用いて、

自社の現状を把握してみましょう。

【図表2-05】 職務(役割)評価結果の視覚化

職
務（
役
割
）ポ
イ
ン
ト

パートタイム労働者 正社員

D E F
18p 18p15p
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　Step1では、職務(役割)評価を理解いただくために職務（役割）評価を試行する際の実施手順
について解説しました。Step2では、職務(役割)評価を用いて、実際にパートタイム労働者と
正社員の間で均等・均衡待遇が図られているか、現状を把握してみましょう。
　以下で、そのための手順を解説します。次の 5 つの手順です。

均等・均衡待遇が図られているか
チェックしてみましょう！

Step   2

        
　職務(役割)評価を適用するパートタイム労働者や正社員の社員一覧を作成します。

　パートタイム労働者については、対象者が少ない場合はパートタイム労働者全員、対象者が多い場合にはサン

プルの偏りを避けるために、「最も上位の仕事に従事する人」「平均的な仕事に従事する人」「平易な仕事に従事する

人」が含まれるように選んでください。なお、正確な傾向を知るには、目安として30名以上をサンプルとして評

価することが望ましいと考えられます。

　一方、正社員については、社員格付け制度のランク別に標準的な社員を最低1名ずつ選んでください。例えば、

職能資格制度の場合には、職能資格ごとに標準的な社員を選んでください。

（1）社員一覧の作成

　（１）社員一覧の作成

　（２）職務（役割）評価

　（３）活用係数の設定

　（４）時間賃率の計算

　（５）均等・均衡待遇のチェック
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　Step1で実施したのと同じ方法で、1名ずつ職務(役割)評価を実施してみましょう。ここでは、現状を把握す

ることが目的ですから、ウェイトの設定も行ってみましょう。具体的には、企業の実状に基づいて、【図表2-02】

の8つの評価項目のそれぞれにウェイトを設定します。

　ウェイトは、企業の事業特性、人材活用方針、事業戦略上の意図等を反映する部分です。例えば、販売が主で

ある業種の場合は、「対人関係の複雑さ（部門外／社外）」のウェイトを大きく設定することが考えられます。新規

の製品やサービスの開発が日々求められている業種の場合には、「革新性」のウェイトを大きく設定することが考

えられます。また、労働市場から人材が調達しやすい場合には、「人材代替性」のウェイトを小さく設定すること

が考えられます。原則として、役職や職種に関係なく、全社共通のウェイト設定としてください。

　パートタイム労働者と正社員の賃金の違いは「職務内容」の違いに基づき生ずることが多いですが、パートタイ

ム労働者と正社員の間に「人材活用の仕組みや運用」その他における違いがある場合には、それを考慮することが

できます。　「人材活用の仕組みや運用」その他における違いとは、会社からの指示・命令による「働く場所」、「従

事する仕事」、「労働時間」が変更される可能性を意味しています。つまり、パートタイム労働者と正社員の間でこ

の変更可能性に差がある場合、「人材活用の仕組みや運用」に違いがあるということになります。具体的には、「働

く場所」であれば、配置転換や転居を伴う転勤などによる勤務場所の変化、「従事する仕事」であれば事業内容の変

化に対応する等による仕事の内容の変化、「労働時間」であれば、突発的な残業や勤務時間外の急な呼び出しへの

対応などに違いがあるかどうかが該当します。

　「人材活用の仕組みや運用」は、賃金に対する影響を考慮するための要因ですが、仕事そのものではないため

職務(役割)評価に含めることが難しい要因です。そのため賃金を決める際には、「活用係数」を用いて、「人材活

用の仕組みや運用」の違いを考慮することができます(【図表2-06】)。

　なお、パートタイム労働法では、「労働時間」の変更可能性は通常の労働者（正社員）とパートタイム労働者の「職

務内容」を比較する際の補助的指標とされており、職務（役割）ポイントの算出の段階で考慮することも考えられ

ます。「労働時間」の変更可能性を職務（役割）評価の際に考慮した場合には、活用係数の設定の際に重ねて考慮し

ないよう注意することが必要です。

（３） 活用係数の設定

（2） 職務(役割)評価

【図表2-06】 パートタイム労働者と正社員の賃金の違いの主要因

1．職務内容

職務（役割）評価
※要素別点数法

活用係数

2．人材活用の仕組みや運用

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
正
社
員
の

賃
金
の
違
い
の
主
要
因
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　「活用係数」の適正な水準は、各企業の事情によって異なります。もし、パートタイム労働者と正社員に、「人

材活用の仕組みや運用」の違いがない場合は活用係数を1.0と設定します。「人材活用の仕組みや運用」に違いが

あり、賃金を決定する際に考慮する場合には、「人材活用の仕組みや運用」の現状を踏まえたうえで、従業員に

対する聞き取りや労使での話し合いを行って決定するなどの方法によって従業員の納得が得られる合理的な水

準に活用係数を設定してください。

製造業A社の事例

　パートタイム労働者と正社員の間での「人材活用の仕組みや運用など」の実態を調査したところ、製造拠点

間の異動は、パートタイム労働者と正社員ともに、一切行われていなかった。また、正社員であっても、担

当職種が限定されていることが明らかになった。これによって、両者に違いはないと判断し、同社では、活

用係数を1.0に設定した。

小売業B社の事例

　パートタイム労働者と正社員の「人材活用の仕組みや運用など」の実態を調査したところ、「従事する仕事」、

「労働時間」の2つについては、正社員で変更の可能性があることが確認された。

　具体的には、「従事する仕事」について、正社員は、人手不足への対応やキャリア形成のために、同じ店舗

内での配置転換が行われているが、パートタイム労働者は配置転換が一切行われていない。また、「労働時間」

では、正社員にかぎって、人手が足りない場合に時間外労働や勤務シフトの穴埋めによる対応が求められて

おり、繁忙期は、特にその負担が大きい。

　同社では、正社員とパートタイム労働者のこのような違い等を考慮するとともに、2か月間の時間をかけて、

労使で話合いを行った。さらに、労働組合を通して、パートタイム労働者の意見把握した上で、活用係数を

0.9に設定した。

福祉業C法人の事例

　非常勤職員(パートタイム労働者)と正職員の「人材活用の仕組みや運用など」について実態を調査したところ、

「働く場所」、「従事する仕事」、「労働時間」の3つについて正職員で変更の可能性があることが確認された。

　具体的には、非常勤職員と正職員は同様の介護職に従事しているが、非常勤職員の介護職は、デイサービス

に配置され、夜勤シフトは発生しない。一方で、正職員の介護職は、特別養護老人ホームなどの施設系サー

ビスに配置され、夜勤シフトが義務づけられている。また、慢性的な人材不足の影響から、正職員のみ、

事業所間での配置転換も頻繁に行われている実態も確認できた。

　さらに、現場の非常勤職員・正職員に対して、「人材活用の仕組みや運用など」の違いについて納得できる

水準を聞き取り調査し、職員の納得性を十分考慮して0.8に設定した。
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　パートタイム労働者の時間賃率は、原則として、現在支払われている時給を用いてください。また、時給

以外に、職務に関連する手当(例えば、役付手当や特殊作業手当等)や賞与が支払われている場合には、企業

の実状を踏まえて含めることも可能です。

　正社員の時間賃率は、基本給を所定労働時間で割り、活用係数を乗じることで計算します。パートタイム

労働者と同様に、基本給以外の職務に関連する手当(例えば、役付手当や特殊作業手当等)や賞与については、

企業の実状を踏まえて時間賃率を決める際に含めることも可能です。

　次に、（１）社員一覧の作成でリスト化したパートタイム労働者と正社員の時間賃率（賃金の1時間当たり単価）

を計算しましょう。

（４） 時間賃率の計算

パートタイム労働者の
時間賃率 時給＝

正社員の時間賃率 基本給÷所定労働時間×活用係数＝

飲食業D社の事例 (計算例1)

　パートタイム労働者は、時給のみであったため、時給をそのまま時間賃率とした。

　正社員の時間賃率は、基本給に諸手当、賞与を加えた金額で算出した(活用係数は1.0と設定)。

パートタイム労働者の時間賃率＝時給
正社員の時間賃率＝(基本給＋諸手当＋賞与)÷所定労働時間×1.0

小売業E社の事例 (計算例2)

　パートタイム労働者は、時給がいくつかの賃金要素に細分化されていたため、支払われているすべての

賃金要素を足し上げたものを時間賃率とした。

　正社員の時間賃率は、基本給に職務給、技能手当を加えた金額で算出した (活用係数は0.9と設定)。

パートタイム労働者の時間賃率＝基本時給＋加給＋職種手当＋技術手当
正社員の時間賃率＝（基本給＋職務給＋技能手当）÷所定労働時間×0.9
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　本ガイドラインの作成に当たり実施した、職務(役割)評価に関するアンケート調査（郵送法にて実施

し1,952社より回答あり）によると、パートタイム労働者の賃金水準は同じ職務の正社員の7～8割で

設定する企業が多く、業種や企業規模によっても違いが見られます。

　調査結果から項目別の影響度合いを整理すると、下表のとおり業種や企業規模によっても違いが見

られます。

同じ職務の正社員の賃金と比較した
パートタイム労働者の賃金水準の状況

参 考

区分 全体  建設業  製造業 運輸、郵便  卸売、小売 医療・福祉  サービス（他）
回答数【件】 936 61 222 59 172 147 68
平均値【割】 7.3 7.4 7.2 7.2 7.2 7.6 7.1

項目 全体  建設業  製造業 運輸、郵便  卸売、小売 医療・福祉 サービス（他）
①時間外、休日労働、深夜勤務等、労働時間の柔軟性の違い 3.7 3.6 3.7 4.6 3.1 4.9 3.5
②転居を伴う配転等、働く場所の柔軟性の違い 0.9 1.2 0.9 1.2 1.6 0.8 1.3
③職務や職種の変更等、従事する仕事の柔軟性の違い 2.6 2.3 2.6 2.3 2.5 1.7 2.7
④将来のキャリア形成の違い 1.8 1.9 1.9 1.1 2.2 1.6 2.0
⑤その他 1.0 0.9 0.9 0.7 0.7 1.0 0.5
合計 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

項目 50人以下  51人以上100人以下  101人以上300人以下 301人以上
①時間外、休日労働、深夜勤務等、労働時間の柔軟性の違い 3.7 4.1 3.8 2.5
②転居を伴う配転等、働く場所の柔軟性の違い 0.9 1.0 1.2 2.0
③職務や職種の変更等、従事する仕事の柔軟性の違い 2.6 2.4 2.3 2.7
④将来のキャリア形成の違い 1.8 1.8 1.9 2.1
⑤その他 1.0 0.7 0.8 0.7
合計 10.0 10.0 10.0 10.0

区分 50人以下  51人以上100人以下  101人以上300人以下 301人以上
回答数【件】 160 374 296 106
平均値【割】 7.2 7.4 7.2 7.0
※“パートタイム労働者が勤務していない企業”や“パートタイム労働者がいるが、正社員と同等かそれ以上の賃金を支給している企業”は除いています。
※上段の「全体」は有効回答者の集計結果です。その右は産業別です。なお、回答数が少ない産業は掲載していません。

※①～⑤を合計して10 割とならない場合は、①～⑤を合計して10 割となるように補正しました。

従業員規模別

従業員規模別

業務別

業務別

「正社員と同等の仕事をしているパートタイム労働者の方が賃金水準が低い」場合、パートタイム労働者の賃金水準
は正社員の何割程度ですか？Q1

「Ｑ1」の正社員とパートタイム労働者の賃金の差に、以下の項目がどの程度影響を与えると思いますか？　全体の
合計を10割として、各項目の内訳をお答え下さい。また、全く影響を与えないと思う項目には「0」をご記入下さい。Q2

【割】

【割】
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　（１）社員一覧の作成でリスト化したパートタイム労働者と正社員の全員について、「職務(役割)評価」と「時間賃

率の計算」ができたら、均等・均衡待遇が実際に図られているかどうか確認してみましょう。確認するために、

横軸に職務(役割)ポイント、縦軸に時間賃率をとって、【図表2-07】のようなプロット図を作成してみましょう。

　このプロット図は、ポータルサイトからダウンロードしたITツールで簡単に描くことが可能です。

（５） 均等・均衡待遇のチェック

【図表2-07】 プロット図（イメージ）
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　まず、プロット図で職務(役割)ポイントの重なり具合を確認しましょう。職務(役割)ポイントに重なりがある

ということは、職務の大きさが正社員と同じ、もしくはそれ以上のパートタイム労働者がいることを意味します。

　次に、正社員と同じような職務(役割)ポイントのパートタイム労働者は、正社員と同じような時間賃率になっ

ているか、また、正社員より低い職務(役割)ポイントのパートタイム労働者は、正社員と比べて職務(役割)ポイ

ントの低さに比例した時間賃率になっているかを確認します。

　なお、以上のことは統計的な方法を用いることにより正確に行うことができます。興味のある方は、25ペー

ジの【参考　統計的な方法を用いた均等・均衡待遇の確認】を参照してください。

　「職務(役割)ポイントの重なり具合」や「職務（役割）ポイントと賃金の関係」について確認ができたら、現状が【図

表2-08】で示された4象限のどこに該当するか考えてみましょう。

【図表2-08】 均等・均衡待遇の現状把握（4象限）

【図表 2-08】均等・均衡待遇の現状把握（4象限）
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　【図表2-08】の4象限のⅠ～Ⅳに該当する代表的なプロット図・傾向（近似）直線のイメージを図示したのが、【図

表2-09】です。なお、特徴的な傾向が捉えられない場合には、賃金制度などが適切なものになっていない可能

性があります。

【図表2-09】4象限の代表的なプロット図・傾向（近似）直線

●：パートタイム労働者
×：正社員

●：パートタイム労働者
×：正社員

●：パートタイム労働者
×：正社員

●：パートタイム労働者
×：正社員

職務（役割）ポイント
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率
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職務（役割）ポイントの”重なりがある”
及び均等・均衡待遇が”確保されている”場合

Ⅰの例
職務（役割）ポイントの”重なりがない”

及び均等・均衡待遇が”確保されている”場合

Ⅱの例

職務（役割）ポイントの”重なりがある”
及び均等・均衡待遇が”確保されていない”場合

Ⅲの例
職務（役割）ポイントの”重なりがない”

及び均等・均衡待遇が”確保されていない”場合

Ⅳの例

●

● ●
●

●

●

●

●
●
● ●

●●
● ●

●
×

×
××

×
××

××

×
×
××

×
×

×
×

×

×

××

×

× × ×

×
××
×
××

● ●
●

●
●

● ● ● ● ●

●●●
●

● ●



2 職務（役割）評価の進め方

25

　傾向（近似）直線をより論理的に求めたい場合には、下図のような最小二乗線を活用する方法があり

ます。

　最小ニ乗線とは、傾向（近似）直線の代表的なもので、1次関数が測定値に対して最適な近似となるよ

う、測定値との残差の二乗和を最小とするようにパラメータが決められた直線です。

　一般に「Y=a（傾き）X+b（切片）」の数式で表されます。本ガイドライン用に開発した「ＩＴツール」

を活用すると簡単に作成できます。また、Excel等の機能を用いても、最小二乗線を描くことができます。

　パートタイム労働者と正社員の傾向（近似）直線を比較した時、a（傾き）やb（切片）に大きな違いがあ

れば、均等・均衡待遇が図られていない可能性があります。　

　「傾き」とは、下記の直線の傾きを示しており、「切片」とは、下記の直線がY軸と交わる部分の時間賃

率の額となります。

統計的な方法を用いた均等・均衡待遇の確認

参 考

注：ITツールは「パート労働ポータルサイト」【URL（ https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/ ）】より、ダウンロード可能です。
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　Step3では、均等・均衡待遇の確保に向けて、自社で制度設計する方法について解説します。
手順は7つです。7つの手順は、大別すると2つに分かれます。（１）～（６）が制度を設計する手
順であり、（７）では実際に設計した制度を活用する手順です。

職務(役割)評価の結果を活用して
均等・均衡待遇を実現できる制度を

検討してみましょう！（応用編）

Step   3

　（１） パートタイム労働者活用戦略の検討

　（２） 基本給体系の確認

　（３） パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度の設計

　（４） 職務（役割）評価表のカスタマイズ

　（５） 職務（役割）評価を用いた格付け（役割等級）制度の検証

　（６） 賃金制度の設計

　（７） 制度の有効活用
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　自社の事業戦略に応じて、パートタイム労働者の人材活用戦略を考えます。自社の事業特性、労働市場の動向、

パートタイム労働者に期待する職務に応じて、様々な人材活用戦略が考えられます。例えば以下の①～③といっ

た具合です。

　　

　①の場合、パートタイム労働者に期待する職務は、正社員とほとんど違いはありません。従ってパートタイ

ム労働者と正社員を区別しないで、両者に統一的なキャリアパスや処遇制度とすることが望まれます。

　②の場合、パートタイム労働者のうち、優秀な人や意欲のある人を積極的に正社員へ転換するような仕組み

が望まれます。

　③の場合、パートタイム労働者と正社員では、期待する職務が大きく異なります。よって、パートタイム労

働者には、正社員とは異なるキャリアパスや処遇制度を検討する場合が多くなると考えられます。

　このように、パートタイム労働者のキャリアパスや処遇制度は、自社の描く人材活用戦略に応じて設計する

必要があります。

（１）パートタイム労働者活用戦略の検討

① パートタイム労働者のほぼ全員を正社員なみに活用したい　　　

② パートタイム労働者の一部を正社員なみに活用したい

③ パートタイム労働者の大半は、補助業務に活用したい

パートタイム労働者活用戦略（例）
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　自社の基本給体系を確認してみましょう。パートタイム労働者と正社員の一般的な格付け制度と基本給体系の

組合せを列挙したものが、【図表2-10】です。

　「職能給」とは、職務遂行能力の程度に応じて決定される基本給体系であり、能力の習熟に応じて、支給額が上

昇します。一方、「職務給」は、職務の大きさに応じて決定される基本給体系であり、職務の大きさが変わらない

限り、支給額が変わらないといった特徴があります。

　Step3では、この中で、我が国ではもっとも一般的である「パートタイム労働者：職務給，正社員：職能給」

の組合わせをモデルケースとして取り上げます。

　なお、「パートタイム労働者：職務給，正社員：職務給」の場合、同一の基準を用いることが可能であるため、

より簡単に格付け制度や賃金制度を設計することが可能です。

（２）基本給体系の確認

【図表 2-10】パートタイム労働者と正社員の基本給体系の組合せ

格付け制度 基本給体系

職能資格制度 職能給

役割等級制度 職務給

職能資格制度 職能給

役割等級制度 職務給

格付け制度 基本給体系

職能資格制度 職能給

職能資格制度 職能給

役割等級制度 職務給

役割等級制度 職務給

パートタイム労働者 正社員
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　自社の実状に合わせて、パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度を設計します。目的は、パートタイム労

働者の活用戦略を具体化することです。実在者の有無に関わらず、27ページの（１）で検討したパートタイム労

働者活用戦略に則った制度を検討することが重要です。

　格付けを設定したら、【図表2-11】のような格付け段階（役割等級）別の定義も併せて考えてみましょう。

（３）パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度の設計

【図表2-11】 パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度

格付け（役割等級) 格付け段階（役割等級）の定義（例）

パート ❺
・全体の業務を熟知した幅広い視点から自社において培われた知識・スキルを体系化し、
　下位者に対して教示した上で、チームメンバー全体のレベルアップを図っている
・部門の調整役としてチームメンバーや正社員と連携を図り、快適な職場環境作りに努
　めている

パート ❹
・担当の業務における専門的な知識・スキルを有し、新規採用者に対して適切な指導教
　育を行っている
・主体的なアプローチ、顧客ニーズの把握、ニーズに沿った提案を徹底し、顧客満足向
　上に努めている

パート ❸
・豊富な知識・スキルを有し、期待どおりのサービスを提供している
・担当業務についての問題意識を常に持ち、上位者や正社員に対して改善提案を行って
　いる

パート ❷ ・基本的な知識・スキルを有し、与えられた仕事を1人で着実にこなしている
・他メンバーに対して、積極的にフォローを行っている

パート ❶ ・具体的な作業指示を受けながら、与えられた仕事に従事している
・日々の業務を通じて、少しでも仕事を早く覚えられるよう、努力している

パート ❺

パート ❹

パート ❸

パート ❷

パート ❶

役
割
等
級
制
度

（
パ
ー
ト
タ
イ
ム
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　なお、パートタイム労働者の格付け段階（役割等級）を定義する際には、【図表2-12】のような手順を踏むと良

いでしょう。

【図表2-12】 格付け段階（役割等級）を定義する手順

1．職務内容の棚卸し

2．職務内容のグルーピング

3．格付け段階（役割等級）の定義の設定

現場に従事するパートタイム労働者
の職務内容や、今後パートタイム労
働者へ期待する職務内容を思いつく
限り書き出します。

書き出した職務内容を、重要度や難
易度等を勘案して、グルーピングし
ます。

グルーピングした職務内容を参考に
しながら、格付け（役割等級）を考え
ます。
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　パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度を設計した後、既存の正社員の職能資格制度との対応関係につ

いて整理します。その際の対応関係は、【図表2-13】で示すように、1対1の対応を原則とします。また、対応関

係を考える場合には、正社員の職能資格の定義（例えば、高度な知識・スキルを有し、新規採用者に対して、適

切な指導教育ができる能力がある）と、パートタイム労働者の格付け段階（役割等級）制度の定義（例えば、【図表

2-11】「担当の業務における専門的な知識・スキルを有し、新規採用者に対して適切な指導教育を行っている」）

を照らし合わせて考えると良いでしょう。

　なお、【図表2-13】のように、エントリーや訓練期にある正社員については、賃金水準が労働市場の状況等の

企業外部の要因に強く影響を受けること、訓練期であるため職務に対応して賃金を決めることが適切でないこと

から、パートタイム労働者との比較の対象外とします。

　さらに、パートタイム労働者と正社員の格付けの重複する等級の数は、パートタイム労働者活用戦略に応じて

変化します。【図表2-13】のモデルケースでは、パート④と正社員３等級、パート⑤と正社員４等級の２つが重

複しています。

【図表2-13】 正社員の職能資格制度との対応関係

パート④

パート③

パート②

パート①

格付け（役割等級）制度を新規に作成 既存の職能資格制度と比較

パート⑤

【 図 表2- 13】 正 社 員 の 職 能 資 格 制 度 と の 対 応 関 係 

※1、2等級は、パートタイム労働者との比較の対象外とします
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平均的なパートタイム労働者と正社員の格付け制度

参 考

　社団法人全国労働基準関係団体連合会「パートタイマーの人事・賃金制度に関する調査研究報告書（平

成18年3月）」から、パートタイム労働者に格付け制度を導入している企業における、モデル的なパー

トタイム労働者と正社員の格付け制度の対応関係を示すと下図のとおりです。

　等級数の平均は、正社員7.6等級に対して、上級パート3.6等級、一般パート3.9等級、非区分パー

ト3.8等級となっています。また、「パートタイム労働者が正社員に登用される時の正社員の等級」、「正

社員相当パートタイム労働者の対応

する正社員の等級」の2つの観点から

も調査を行っており、その結果から、

パートタイム労働者と正社員の等級

における対応具合も分かります。

　具体的には、上級パートの最上位

にいるパートタイム労働者が正社員

の3等級に近い水準であり、一般パー

トや非区分パートの最上位のパート

タイム労働者は、大卒初任相当の等

級かそれをやや下回る等級に対応し

ています。

※社団法人全国労働基準関係団体連合会「パートタイ
マーの人事・賃金制度に関する調査研究報告書（平成
18年3月）」より

● 上級パート　
パートタイマーをいくつかのグループに分けて管理し
ている場合の最も高度な仕事を担当しているパートタ
イマー・グループ

● 一般パート　
パートタイマーをいくつかのグループに分けて管理し
ている場合の最も軽易な仕事を担当しているパートタ
イマー・グループ

● 非区分パート
パートタイマーをいくつかのグループに分けて管理し
ていない場合のパートタイマー

3

2

1

 

1

2

3

4

5

6

7

8

正社員への登用等級
（正社員相当パートの仕事レベル）

上級パート 一般パート

区分パート

パートタイマー正社員

非区分
パート

図表番号なし

パート ⑤ 4等級

4
1.5等級（2.1）

1.7等級（1.9）

2

1

4

3

2

1

3

4
平均
3.9等級

平均
3.8等級

平均
7.6等級

平均
3.6等級

大卒初任格付
（2.0等級）

係長主任相当
（4.1等級）

課長相当資格
（5.6等級）

2.7等級（2.7）

平均的なパートタイム労働者と正社員の
格付け制度の対応関係
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　Step1、2では、標準的な職務（役割）評価表を用いましたが、Step3では、職務（役割）評価表を自社の実状

に合わせカスタマイズしていきます。

　具体的には、①評価項目、②ウェイト、③スケールの３つについて検討します。これらの３つの項目は、自社

の事業分野や職務の特性、人事戦略等に合わせ設定する必要があります。また、社内のすべての職務を評価でき

る指標を採用し、偏った評価にならないよう注意することが重要です。そして、従業員の納得が得られるような

配慮をする必要もあります。

 ① 評価項目
　まず、評価項目について検討します。Step2の標準的な職務（役割）評価表では、「GEM Pay Survey 

System」に基づく、8つの評価項目（「人材代替性」、「革新性」、「専門性」、「裁量性」、「対人関係の複雑さ（部門外／

社外）」、「対人関係の複雑さ（部門内）」、「問題解決の困難度」、「経営への影響度」）を用いました。

　しかし、自社の事業戦略や人材活用戦略を踏まえると、評価項目の追加や削除、表現の変更等が望ましい場合

があります。例えば、製造業や運輸業のような現業職、流通業や飲食業のように身体にかかる負担が重い産業で

は、身体的負担といった評価項目を追加したり、医療・介護職のように患者や利用者へのきめ細かなサービス提

供が求められる産業では、コミュニケーション技能や感情的負担などの評価項目を追加したりすることも考えら

れます。このように、自社の実状に合わせ適宜変更を加えて、自社独自の評価項目を作成してください。

　参考として、「GEM Pay Survey System」以外の職務（役割）評価項目の例を【図表2-14】と【図表2-15】にま

とめました。これらも参考にしながら、自社独自の評価項目を考えてみてください。

　【図表2-14】は、2008年に国際労働機関（ILO）から発行されたガイドブック「公平の促進：平等な賃金実現の

ためのジェンダー中立的な職務評価（Promoting equity: Gender-neutral job evaluation for equal pay: A 

step-by-step guide）」に紹介されているものです。

　また、その内容を日本語に翻訳したものは、ILO駐日事務所のHPにも掲載されています。

　【図表2-15】の長野県経営者協会版のうち、正社員用は「GEM Pay Survey System」を参考に作成したもの

です。一方、正社員＆パートタイム労働者用は、パートタイム労働者についてもより現実に則した職務（役割）評

価ができるよう、新たに作成したものです。

（４） 職務（役割）評価表のカスタマイズ
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【図表 2-14】国際労働機関（ILO）による職務 ( 役割 ) 評価項目

【図表2-15】 長野県経営者協会による職務(役割)評価項目

ILO駐日事務所HPを参考に作成

長野県経営者協会より

基本的な職
務評価項目

二次的な
職務評価項目 説明

知識・技能　

職務知識 職務を遂行する上で必要な知識、専門的な知識・資格

コミュニケーション
の技能　

職務を遂行する上で必要な、顧客や利用者、職場の上司や同僚等と良好な関係を
作るための、口頭または文書によるコミュニケーションの技能

身体的技能 職務を遂行する上で必要な、手先の器用さ、手わざの良さ・正確さ、機械や器具
等を操作する技能

負担

感情的負担 職務を遂行するうえで、顧客等の感情に配慮し、自分の感情を調整したり、相手
の感情の起伏を冷静に受け止め、自分の感情を抑制したりする際に生じる負担

心的負担 職務を遂行する上で要求される、集中力や注意力、同時進行で複数の仕事を行う、
仕事の期限が厳しいなど、精神にかかる負担

身体的負担 重量物の運搬、無理な姿勢の維持など、職務を遂行する上で要求される身体にか
かる負担

責任

人に対する責任 同僚や部下の育成や管理、人事評価、勤務シフトの作成や調整等に関する責任

物に対する責任 顧客情報の管理や秘密保持、土地や建物・備品等の維持・管理、顧客に提供する
商品やサービスの創造・品質の維持・管理に関する責任

財務責任 利益目標の実現に対する影響、職務上取り扱う金銭や金権等の取り扱い範囲・頻
度・金額、予算計画の作成や予算の執行など、金銭に関する責任

労働条件
労働環境 埃、騒音、有害な化学物質、不快な温度や湿度など、勤務する状況の不快さや危

険などの物理的な環境

心理的環境 不規則な労働時間、深夜時間帯の勤務などが求められたり、仕事の重圧やプレッ
シャーがかかる状況で勤務する必要があったりするなどの心理的な環境

正社員用 正社員 & パートタイム労働者用

専門性 専門性

問題解決力 問題解決の困難度

人材代替性 ＊

目標 / 戦略に対する影響の強さ 数値目標への関与度

管理組織サイズ 影響を及ぼす人の数

仕事の範囲 ＊

革新性 ＊

交渉の困難さ（外部）
調整の複雑さ

交渉の困難さ（内部）

従業員への負担 ＊

現在の経営への影響度
顧客対応の複雑さ

将来の経営への影響度

＊ 裁量性



2 職務（役割）評価の進め方

35

 ③ スケール
　次に、「スケール」の設定について検討します。Step2では、標準的な職務(役割)評価表である【図表2-04】の

とおり、それぞれの評価項目に対し、5段階の「スケール」が設定されていました。より現状に則した職務(役割)

評価を行う場合には、段階を増やすことも考えられます（例えば、「1～ 5段階」→「1～ 10段階」）。ただし、段

階を増やす場合には、増やした分だけ、段階の定義を細かく設定する必要があります。

　上記①～③で設定した「評価項目」、「ウエイト」、「スケール」で職務（役割）評価を実施し、「職務（役割）ポイント」

を算出してみましょう。

　なお、ポイントの算出方法については、14ページを参照してください。

 ② ウェイト
　次に、評価項目ごとのウェイトの設定について検討します。ウェイトの設定に当たっては、自社の事業内容や

経営戦略、人材の活用方針などを踏まえて設定します。36ページの「【参考】職務(役割)評価のウェイト設定の状

況」に、企業は一般的にどの程度のウェイトが適切であると考えているのかに関する統計を整理しましたので、

参考にしてください。
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　なお、国際労働機関 (ILO) による職務 (役割 ) 評価項目を使用する場合の、それぞれの基本要因のウェ

イトの目安は、以下のとおりとなっています。

項目 建設業 製造業

3.0（6.9） 3.2（7.0） 3.0（9.4） 2.4（5.8） 4.2（9.6） 2.7（4.7）

1.7（3.9） 1.4（3.0） 1.8（5.6） 1.3（3.0） 1.5（3.4） 1.6（2.8）
0.8（2.0） 0.9（2.1） 0.5（1.5） 0.9（2.1）  0.8（2.0） 0.8（1.3）

1.2（2.7） 1.2（2.7） 1.2（3.8） 1.2（2.7）

 

1.2（2.8） 1.2（2.1）
0.5（1.1） 1.3（2.8） 1.5（4.7） 1.6（3.7） 0.4（1.0） 0.9（1.5）

0.4（1.0） 0.5（1.0） 0.3（1.0） 0.4（1.0） 0.5（1.2） 0.6（1.0）
1.3（3.0） 1.0（2.3） 0.9（2.8） 1.3（3.1） 1.0（2.2） 1.4（2.4）
1.1（2.5） 0.5（1.1） 0.8（2.4） 0.9（2.0） 0.4（1.0） 0.8（1.4）

合計 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

項目

3.1（5.5） 3.1（6.4） 3.3（7.1） 3.4（7.1）
1.5（2.8） 1.5（3.1） 1.5（3.2） 1.2（2.6）
0.8（1.5） 0.9（1.9） 0.8（1.8） 0.7（1.6）
1.1（2.0） 1.2（2.5） 1.1（2.4） 1.4（2.9）
0.9（1.6） 1.1（2.2） 1.0（2.3） 1.2（2.5）
0.6（1.0） 0.5（1.0） 0.5（1.0） 0.5（1.0）
1.3（2.3） 1.0（2.2） 1.2（2.5） 1.0（2.1）
0.7（1.3） 0.7（1.4） 0.6（1.3） 0.6（1.4）
10.0 10.0 10.0 10.0

④課題解決の困難度
⑤数値責任の大きさ
⑥影響を及ぼす人の数
⑦社内の調整の複雑さ
⑧社外との調整の複雑さ

③革新性の大きさ
②裁量の大きさ
①専門性の高さ

合計

④課題解決の困難度
⑤数値責任の大きさ
⑥影響を及ぼす人の数
⑦社内の調整の複雑さ
⑧社外との調整の複雑さ

③革新性の大きさ
②裁量の大きさ
①専門性の高さ

運輸、郵便　 卸売、小売 医療・福祉 サービス（他）

業種別

従業員規模別

51人以上
100人以下

101人以上
300人以下 301人以上50人以下

　本ガイドラインの作成に当たり実施した職務(役割)評価に関するアンケート調査（郵送法にて実施し

ます。1,952社より回答あり）によると、回答者のウェイト付けの目安は、以下のとおりとなっています。

職務(役割)評価のウェイト設定の状況

参 考

要因 ウェイトの目安
1　知能・技能 20 ～ 35％
2　負担 15 ～ 25％
3　責任 25 ～ 40％
4　労働条件 5 ～ 15％

合計 100％

※“パートタイム労働者が勤務していな
い企業”や“パートタイム労働者がいる
が、正社員と同等かそれ以上の賃金を
支給している企業”は除きました。
※（　）内の値は、ウェイト設定の参考
値とするため、重要度が一番低かった
ものを1.0としたときの数値を示してい
ます（小数点第2位を四捨五入）。

社員の職務（役割）を評価する際に、以下の項目はどの程度重要であると思いますか？全体の合計を10 割としてお
答え下さい。Q3

<ILO 評価項目を使用した場合のウエイト設定 >
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　職務(役割)評価を用いて、（３）で設計したパートタイム労働者の格付け（役割等級）制度を検証してみましょう。

ここでは、Step1の【図表2-05】のように、パートタイム労働者や正社員を1名ずつ職務(役割)評価するのでは

なく、パートタイム労働者の格付け段階（役割等級）や正社員の職能資格ごとに、標準職務を想定して、職務(役割)

評価を行うことに注意してください。その後【図表2-16】のように、縦軸に職務(役割)ポイントを取って、想定

した格付けとの間にギャップがないか検証してみましょう。

　本ガイドラインでは、パートタイム労働者の役割等級であるパート④⑤と正社員の３、４等級が同等のランク

であることを想定し、説明していきます。【図表2-16】上図のように、職務(役割)ポイントについて、同等のラン

ク間で大きなギャップがなければ、適切な格付けがなされていると考えられます。

　一方、【図表2-16】下図のように、同等のランク間でパートタイム労働者と正社員の職務(役割)ポイントに大き

なギャップがあれば、パートタイム労働者の格付けが適切になされていないと考えられます。

　この場合には、前述の（１）（３）（４）のどこかに原因があると考えられます。

　（１）の活用戦略に原因がある場合とは、例えば、「優秀な一部のパートタイム労働者（パート④⑤）を正社員なみ

に活用する」というパートタイム労働者活用戦略を立てていたものの、実際には、その下のパート③も正社員な

みの職務を果たしていたようなときです。この場合には、「平均以上のパートタイム労働者（パート③以上）を正社

員なみに活用する」というように、パートタイム労働者活用戦略そのものを再検討する必要があります。

　（３）のパートタイム労働者の格付け（役割等級）制度設計に原因がある場合とは、パートタイム労働者格付け（役

割等級）制度上では、正社員3等級相当の役割をパート④に期待していたが、実際の職務(役割)評価の結果では、

パート④は正社員4等級相当の職務を果たしていた場合です。つまり、対応関係が間違っているということです。

　（４）の職務評価表のカスタマイズに原因がある場合とは、例えば、事業戦略や人材活用戦略上では、「⑦問題解

決の困難度」や「⑧経営への影響度」を重要視していたのに対して、実際の職務(役割)評価表では「③専門性」のウェ

イトが高く設定されており、専門性の高い社員の職務(役割)ポイントが、実際以上に高くなっているような場合

を指します。

	

 

（５） 職務(役割)評価を用いた格付け（役割等級）制度の検証
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【図表2-16】 パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度

「問題がない」場合

「問題がある」場合
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　前述の（１）～（５）を通じて、パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度が設計できたら、この制度に合わ

せて、賃金制度を設計します。こうすることで、正社員との均等・均衡待遇を確保することが可能です。

　具体的な賃金制度設計のステップは、【図表2-17】のとおりです。なお、⑤～⑧では、企業ごとに個別の対応

が必要なため、本ガイドラインでは一般的な記載に留めています。

（６） 賃金制度の設計

【図表2-17】 賃金制度設計の流れ

　① 上位等級の水準設定

　② 下位等級の水準設定

　③ 役割等級別の支給範囲設定

　④ 昇給運用の検討

　⑤ 諸手当の検討 

　⑥ 移行措置の検討

　⑦ 移行原資の試算

　⑧ 規程作成
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　①上位等級の水準設定
　まず、同等ランクの正社員の基本給水準を参考にしながら、上位等級のパートタイム労働者の基本給水準を設

定します。【図表2-18】の場合、パート⑤と正社員4等級が対応関係にあります。そこで、まずはStep2（４）を

参照し、正社員4等級の時間賃率（＝基本給÷所定労働時間×活用係数）を計算します。その上でその金額とでき

るだけ揃えるようにして、パート⑤の時給（基本給）を設定します。

【図表2-18】 上位等級の水準設定（イメージ）
図表2-18
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　②下位等級の水準設定
　次に、労働市場の状況等を考慮しながら、下位等級のパートタイム労働者の基本給水準を設定します。【図表

2-19】では、パート①の時給（初任給）を設定します。

【図表 2-19】下位等級の水準設定（イメージ）
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 ③格付け（役割等級）別の支給範囲の設定
　①②で決めた上位等級、下位等級の水準を参考にしながら、格付け段階（役割等級）別にパートタイム労働者

の時給（基本給）の支給範囲を設定します。格付け段階（役割等級）別の職務(役割)ポイントの範囲やパートタイム

労働者の活用状況等を考慮しつつ、企業として許容できる支給範囲を決定します。【図表2-20】では、便宜的に、

上位等級と下位等級の水準を参考に、5つの支給範囲を設定しています。

　なお、支給範囲は、必ずしも同じ幅でなくても構いません。例えば、パート⑤の時給の上限と下限の差は50

円ですが、パート③のそれは30円といった具合です。

　ここで設定された支給範囲は、格付け段階（役割等級）別の昇給可能な範囲を示すものです。

 ④昇給運用の検討
　①～③で、格付け段階（役割等級）別に支給範囲が決まったら、昇給運用を検討する必要があります。昇給運用

とは、「誰に対して、どういったルールの下、いくらぐらい昇給させるか」といったことです。考慮すべき点として、

「労働市場の状況」や「人件費支払能力（財務の視点から、労働生産性や人件費の特徴を捉え、どの程度人件費を許

容できるかを示したもの）」といった要素があげられます。特に、小売業やサービス業のように、従業員の大半が

パートタイム労働者で占められる業種の場合には、昇給に伴う人件費負担が重い可能性もあるので、注意が必要

です。

【図表 2-20】役割等級別の支給範囲の設定（イメージ）
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  ⑦移行原資の試算
　⑥の「未達」の場合を考えると、足りない分を補うことになるので、新たな人件費負担が見込まれます。そこで、

該当者1人1人について、どれくらい負担増が見込まれるかを算出します。ここで算出される人件費負担の合計

を「移行原資」と呼びます。望ましいのは、財務上の余裕があれば、移行時に一気に「未達」分を引き上げることで

す。困難な場合であれば、昇給時に通常より高めの引上げをする等して、段階的に対応する方法もあげられます。

 ⑧規程作成
　パートタイム労働者の賃金制度を新しい仕組みに移行する際には、賃金規程を見直す必要があります。一般に

は、厚生労働省HP【 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyo

kuhakenyukiroudoutaisakubu/0000175354.pdf 】の第6章に示してあるように、パートタイム労働者の

就業規則の中に賃金に関する章を設けます。

　なお、具体的に記述することでパートタイム労働者の納得感を得ることができます。

  ⑤諸手当の検討
　パートタイム労働者の職務の実状や生活面を考慮し、基本給だけでは補えない要素を補助する目的で支給する

ものを諸手当と呼びます。代表的なものとして、役付手当、職種手当、特殊作業手当、通勤手当、家族手当、住

宅手当等があげられます。これらのうち、役付手当、職種手当、特殊作業手当等は職務に直接関連する職務関連

賃金に該当します。パートタイム労働法でも、均等・均衡待遇の確保を図る際の対象となっているので注意が必

要です。なお、厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」（※詳細については、【 http://www.mhlw.go.jp/

toukei/list/132-23.html 】を参照）をみると、各種手当・制度等の実施状況がわかります。手当を検討する際

には、こちらも参考にするとよいでしょう。

  ⑥移行措置の検討
　新しい賃金制度へ移行する際には、パートタイム労働者1人1人について、新たに設計した格付け段階（役割等

級）に当てはめていきます。制度移行の前後で、支給される賃金にギャップが生じる場合があります。「移行措置」

とは、このギャップを解消する行為です。「移行措置」を大別すると、下記の2つが挙げられます。

「超過」：格付けされた格付け段階（役割等級）に対し、賃金が多く支払われている状態　
「未達」：格付けされた格付け段階（役割等級）に対し、賃金が少なく支払われている状態
 

　「超過」は、格付けされた段階（役割等級）に対応する賃金に比べて、現状の賃金が高い場合を指します。この場

合、超過部分を単純に減額すると不利益変更となりますので、調整期間を設ける等の対応が必要です。

　「未達」は、現状の賃金が格付けされた段階（役割等級）に対応する賃金に比べて低い場合を指します。このよう

な状態を放置しておくと、均等・均衡待遇が図られていない状態を改善しないことになり、該当するパートタイ

ム労働者のモラル低下につながる可能性があるので、相応する水準まで引き上げることが望まれます。
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　パートタイム労働者の活用戦略を検討する際、「パートタイム労働者の大半は、補助業務に活用したい」

といったような戦略を立てた場合には、以下のように、パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度と

正社員の格付け制度に、対応関係がない場合が多くなると考えられます。

参 考

　その場合も以下のように、エントリー層や訓練期の正社員を除いた正社員の職務(役割)ポイントと、

パートタイム労働者のそれに明確な違いがあれば、適切な格付けがなされていると考えられます。

パートタイム労働者と正社員のランクが重複しない場合の対応

パート ①
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　なお、賃金制度設計の手順は、基本的にはStep3（６）のとおりで構いません。ただし、上位等級の

水準設定のみ工夫が必要です。具体的には、入社間もないエントリー層や訓練期の正社員を除いた最も

低い等級の正社員のポイント単価（時間賃率を職務(役割)ポイントで割ったもの）を用いて計算します。

　上位等級のパートタイム労働者の賃金水準を設定する際には、パートタイム労働者とエントリー層や

訓練期の正社員を除いた最も低い等級の正社員のポイント単価が同じになるように設定します。

　上の図表であれば、パート③【職務(役割)ポイント：24p】と正社員3等級【職務(役割)ポイント：

32p】のポイント単価が同じになるようにします。具体的には、正社員3等級の時間賃率の0.75倍（＝

24÷32）を目途に設定します。

< ポイント単価を用いた上位等級の水準設定 >

【パートタイム労働者のポイント単価】

【正社員のポイント単価】　

パートタイム労働者の時間賃率 パートタイム労働者の職務（役割）ポイント÷
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　労働者の働き方に対するニーズ等の多様化が進む中で、企業は働き方の柔軟化を可能にする制度の整備が求め

られています。ここで提案している諸制度は、「働き方」と「賃金」の関係を明確に示している制度であるという点

で、働き方の柔軟化を支える基盤となる仕組みであるといえます。

　また、パートタイム労働者の格付け（役割等級）制度や賃金制度は、下記に示すような様々な場面で有効活用で

きます。

　　　　　　　　　　① パートタイム労働者のキャリア開発　　　
　　　　　　　　　　② パートタイム労働者の正社員転換
　　　　　　　　　　③ 個別パートタイム労働者への対応

（７）制度の有効活用

  ①パートタイム労働者のキャリア開発
　（１）～（６）で設計した格付け（役割等級）制度や賃金制度は、パートタイム労働者のキャリア開発の助けとな

ります。

　パートタイム労働者側から見れば、期待されている職務が明示されることになるので、働きがいが高まるとと

もに、キャリアの目標をもって仕事に取り組み、能力を高めることができるという効果が期待できます。また、パー

トタイム労働者の継続就業にもつながると言えます。

　一方、企業にとっては、パートタイム労働者の育成と活用を図るパートタイム労働者の定着を促すという面で

のメリットは大きく、競争力の強化につながります。さらに、パートタイム労働者が生き生きと働いていること

が対外的にも知られるようになれば、企業のイメージアップにつながり、採用戦略上も優位に働くことが期待で

きます【図表2-21】。

【図表2-21】 パートタイム労働者のキャリア開発を推進することで得られるメリット

企業側

採用優位 働き方の選択可能性

雇用の安定性，定着 継続就業

職場の活性化 就業意欲，やりがい

競争力の醸成 能力発揮，活躍機会

パートタイム労働者側

… …
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  ②パートタイム労働者の正社員転換
　パートタイム労働法では、パートタイム労働者から正社員への転換を推進するための措置を講ずることを事業

主に義務付けています。

　（１）～（６）で設計した格付け（役割等級）制度や賃金制度は、この転換制度の運用を容易にする仕組みです。

例えば【図表2-22】の場合、パート④と正社員3等級、パート⑤と正社員4等級が対応関係にあり、こうしたパー

トタイム労働者と正社員の間で、正社員転換が可能になります。また、パートタイム労働者及び正社員の職務(役

割)評価の結果があるので、両者間の職務内容の異同を明確に把握し、正社員転換の基準などを適正に設定する

ことが可能になります。

【図表2-22】 正社員転換の対象範囲
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  ③個別のパートタイム労働者への対応
　パートタイム労働法では、企業等に対してパートタイム労働者と正社員の働き方の違いに応じて均等・均衡待

遇の確保を図るための措置を講ずるよう求めています。職場において正社員の働き方が様々である場合には、個々

のパートタイム労働者については、「職務の内容」や「人材活用の仕組みや運用など」が最も近い正社員と比較して

均等・均衡待遇の推進を図ることとなります。

　個々のパートタイム労働者から、均等・均衡待遇について問合せがあった場合には、下記のような手順で確認・

説明を行ってください【図表2-23】。

【図表2-23】　個々のパートタイム労働者から均等・均衡待遇について問い合わせがあった場合の対応手順

再度職務（役割）評価を行い、
格付けする

格付けに基づく賃金を支給する

パートタイム労働者と正社員の
ランクの異同を確認する

「ランクが同じ場合」「ランクが異なる場合」

人材活用の仕組みや運用
などが異なることから賃
金が異なることを説明す
る

ランクが異なることや人
材活用の仕組みや運用な
どが異なることから賃金
が異なることを説明する

パートタイム労働者が適切に格付けされているか確認する

「適切に格付けされている場合」 「適切に格付けされていない場合」
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職務(役割)評価の
導入事例

　ここでは、要素別点数法を用いて職務(役割)評価を実際に導入している企業の事例をご紹介します。主な概要

は以下のとおりです。

均等・均衡待遇を意識したパートタイム労働者の
人事制度構築に係る事例
銀座アスター食品株式会社

     事例①

 2. 取組みのポイント

・ 調理部門における職務の棚卸を行い、均等・均衡待遇を意識したパートタイム労働者の人事制度を構築

 3. 人事制度改革の背景

　同社の職種は、調理、接客、販売と工場の４職種あるが、調理部門は、新卒を正社員で採用し、長い時間をかけ
徹底した教育を行い、一人前に育てるというモデルをとっていた。パートタイム労働者は、洗い場や野菜のカット
など、職務の範囲は狭く、正社員と同様の教育は行っていなかった。しかし、年々、正社員の採用が難しくなって
きており、パートタイム労働者にこれまでよりも幅広い職務を担ってもらう必要性が高まっていた。

 1. 企業概要

所在地 東京都品川区

従業員数 正社員：581名 (2017年６月１日時点 )
パートタイム労働者：約1,350名

主な事業内容 ・中国料理レストランの経営 (全国にレストラン40店舗、デリカショップ14店舗を展開 )
・お持ち帰り用の中国料理の加工販売 (日本橋と目黒に自社工場を保有 )
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職務(役割)評価の
導入事例

 4. パートタイム労働者の人事制度

　パートタイム労働者に対する格付け制度は整備されていなかったため、職務内容を棚卸して、パートタイム労働
者のモチベーションを高めることを目的に、等級を５段階に細分化し、格付け制度を整備した。

(1) パートタイム労働者の格付け制度

洗い場・下処理 デザート 麺 揚げ 前菜 鍋

食器の洗浄、厨属
の整頓、野菜の下
処理の全てを担当
している

季節に合わせたデ
ザートづくりを担
当している 麺料理の調理の前

段階（蒸し麺の作
成等）の全てを担
当している

揚げ物全般を担当
している

前菜料理の仕込み
や調味、タレの作
成を一通り担当し
ている

一品料理の「炒め
る」、「焼く」といっ
た作業の一部を担
当している

デザートづくりを
担当している

一部の前菜料理の
仕込みや調理、一
部のタレの作成を
担当している

指導を受けなが
ら、一品料理の「炒
める」、「焼く」と
いった作業の一部
を担当している

麺料理の調理の前
段階（蒸し麺の作
成等）の一部のみ
を担当している 指導を受けなが

ら、揚げ物全般を
担当している

-

食器の洗浄、厨房
の整頓、野菜の下
処理の一通りの作
業を担当している 指導を受けなが

ら、デザートづく
りを担当している

指導を受けながら
麺料理の調理の前
段階（蒸し麺の作
成等）の一部のみ
を担当している

- -

指導を受けなが
ら、食器の洗浄、
厨房の整頓、野菜
の下処理の作業を
担当している

- - -

　パートタイム労働者の賃金制度は時給ベースで、店舗がある地域の賃金相場を踏まえ、各部門の等級ごとに支給
額の上限値と下限値を定める範囲給を設定し、その上で個々の職務評価結果を踏まえ、範囲給の中で査定昇給する
仕組みを採用した。
　調理部門では、上限であるパートタイム労働者の調理 (パ )5と均等・均衡待遇上対応関係にある正社員、調理
( 正 )2 の時間賃率を調理 (パ )5の時給として設定し、下限にあたる調理 (パ )1については、人材確保等の観点
を考慮して決定した。調理 (パ )2～4については調理 (パ )5と調理 (パ )1の範囲内で水準設定を行った。

(2) パートタイム労働者の賃金制度　

3 職務（役割）評価の導入事例
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５. 職務評価実施のポイントの ( １)( ２)

　↓

４. パートタイム労働者の人事制度

　↓

５. 職務評価実施のポイントの ( ３)

※タイトルを、６. 職務評価を活用した効果

　パートタイム労働者の時間賃率は、時給に加えて、１箇月単位で支給される職責手当と、賞与を含んでいる。
一方で、正社員の時間賃率は、基本給と職責手当の合計額を１箇月の所定労働時間で割ったものに、年間賞与額を
１年間の所定労働時間で割ったものを加えることとした。
　社員の調理(正)２と対応関係にあるパートタイム労働者の調理(パ)５は職務ポイントがほぼ同じでありながら、
調理 (パ )５の時間賃率が低い状況であった。

① 均等・均衡待遇の状況把握

時
間
賃
率
（
円
）

職務ポイント

2,000

1,500

1,000

500

0
0 5 10 15 20

●● パートタイム労働者
×× 正社員

× ×
× ×

× ×
×

調理（正）2

調理（パ）5

調理 ( パ )５が
低い

　正社員とパートタイム労働者の均等・均衡待遇の確認、パートタイム労働者の格付け制度を検証するため、
要素別点数法による職務評価を実施した。

(2) 職務評価の活用場面

実施目的
・均等・均衡待遇の状況把握
・パートタイム労働者の格付け制度の検証

実施者 ・人事担当者

実施対象 ・調理部門のパートタイム労働者

実施方法
・要素別点数法
・調理部門から対象者を数名抽出し、抽出したパートタイム労働者に対応する
  正社員を抽出し、実施

 5. 職務評価実施のポイント

(1) 実施した職務評価に関する基本情報
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　調理部門では、パートタイム労働者と正社員の下位等級者 (調理部門：調理 (正 )1～3)との間で、職務内容に

重複があることが懸念されたため、パートタイム労働者と正社員の下位等級者との間で、職務評価を用いて均等・

均衡待遇の確認を行うこととした。

　まず、職務評価を実施する際には、パートタイム労働者の職務内容の棚卸しを行い、職種ごとにパートタイム労

働者の等級を５段階に区分した。

　次に、それぞれの職種・等級ごとに、パートタイム労働者および正社員の下位等級者の中から、ベンチマークと

なる社員を抽出し、職務評価を実施した。パートタイム労働者の格付け制度の検証においては、予め区分した

5等級に対して、それぞれ対応する社員の職務ポイントを平均することで、各等級の職務ポイントを算出した。

② 格付け制度の検証

職
能
資
格
制
度（
正
社
員
）

職
務（
役
割
）ポ
イ
ン
ト

役
割
等
級
制
度

（
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
）

パート タイム労働者 正社員

9p

8p

調理
（正）３ 17p

10p

調理
（正）1 13p13p

調理
（パ）５

調理
（パ）４

調理
（パ）３

調理
（パ）２

調理
（パ）1

調理
（正）2 14p14p

対応関係

(3) 職務評価の実施により得られた効果
　職務評価を実施したことにより、調理 ( 正 ) ２と比較して、調理 ( パ ) ５の時間賃率が低い状況であることが
確認できたため、均等・均衡待遇を図るために、パートタイム労働者のための新たな格付け・賃金制度を検討する
きっかけを得られた。新たな制度では、パートタイム労働者の職務範囲を広げることへのインセンティブとして
の機能を果たすことが期待でき、また、新しい格付け制度によりキャリアステップが明確化されることで、優秀
でやる気のあるパートタイム社員の定着、囲い込み等に寄与するものと思われる。

　職務評価の結果、調理部門では、パートタイム労働者の調理 (パ )５と正社員、調理 (正 )２が均等・均衡待遇
における対応関係であることが検証された。

3 職務（役割）評価の導入事例
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職務評価を用いて、非常勤職員を含めた
全職員統一の人事・賃金制度を構築した事例
社会福祉法人勝央福祉会

     事例②

 2. 取組みのポイント

・非常勤職員を含めた全職員に対して、職務評価を実施して、その結果を用いて人事制度を設計

 3. 人事制度改革の背景

　これまで、常勤職員についても格付け制度がなく、賃金についても職種別の上限値・下限値が定められ、その範
囲の中で定期昇給する仕組みとなっていた。また、非常勤職員については、世間相場に基づいて賃金が定められて
おり、明確な仕組みがなかった。そこで、常勤職員と非常勤職員を統一的に運用できる人事・賃金制度へ改定する
ため、職務評価を活用することとした。

所在地 岡山県勝田郡勝央町

従業員数 ・常勤職員 (正社員 )：44名（2018年 2月1日時点）
・非常勤職員 (パートタイム労働者 )：35名

主な事業内容 ・医療・福祉
・老人保健施設、訪問看護、居宅介護支援、通所介護等の事業

 1. 企業概要

 4. 非常勤職員の人事制度

　当法人では、常勤職員と同様の業務を担う非常勤職員もいることから、施設長や他の管理職の中に、「非常勤職
員を常勤職員並みに活用したい」という意向があった。そのため、全職員を対象とした格付け制度を設計するに当
たり、非常勤職員については、常勤職員の１、２ 等級と同程度の職務内容を期待するものとし、施設長や他の管
理職との話し合いを通じて、等級定義を設定した。等級は、常勤職員、非常勤職員を通じて同じものとし、常勤職
員の１、２等級と非常勤職員の１、２等級とが一致するようにした。

(1) 非常勤職員の格付け制度
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事務

5等級
（課長）

3等級
（主任）

2等級

1等級

4等級
（所長、係長）

介護 看護 ケアマネージャー 相談

常勤職員

非常勤職員

役員等級
役職 定義

常勤職員 非常勤職員

5 等級 - 課長
・法人または施設全体の運営・管理を補佐する
・他法人の事例や情報を収集し、これらをベンチマークとしながら施設に
  係る課題や問題点の解決を行う

4 等級 -
所長
係長

・小規模施設、グループを統率し、組織的な業務運営・管理・計画的な
  人材育成を行う
・勉強会などを積極的に企画し、サービス・プロセスや事務手続き等の工夫・   
  改善を行う

3 等級 - 主任
・チームを統率し、業務運営・管理、個人の人材育成を行う
・最新の業務マニュアルに沿って、その内容をタイムリーにチーム
  メンバーへ落とし込み、適切な業務運営を図る

2 等級 2 等級
（非常勤）

一般

・担当業務を自らの判断・企画しながら、利用者に対するよいサービスを
  提供する
・メンバーに対して、やる気を発揮させるような声がけや働きかけを行う

1 等級 １等級
（非常勤）

・上司や先輩の指示を受けながら、担当業務を遂行する
・業務を少しでも早く習得するよう務める

　設定をした格付けに基づいて、各事業を担う管理職である課長、所長、係長や、現場の監督職である主任を対象
にインタビュー調査を実施し、格付けごとの職務内容の範囲について確認した。
　非常勤職員は２等級までとし、３等級 (主任 )以上は常勤のみとした。また、業務の特性を踏まえ、４ 等級以上
の管理職層は、事務職、介護職、看護職のみとし、５等級以上については、事務職、看護職のみとした。 さらに、
非常勤職員でも３ 等級 (主任 )以上の仕事ができると判断されれば、常勤職員に転換する制度も導入した。なお、
ケアマネージャー職、相談職については、公的資格取得者で一定の専門性が必要とされるため、１等級を設けなかった。

3 職務（役割）評価の導入事例
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 5. 職務評価実施のポイント

(1) 実施した職務評価に関する基本情報

実施目的 ・常勤職員、非常勤職員に係る職種別等級別の対応関係の整理

実施者 ・施設長 (経営幹部 )

実施対象 ・等級ごとの標準的な職務内容に従事している職員（非常勤職員含む） に対して実施 

実施方法 ・要素別点数法

　賃金制度は、常勤職員、非常勤職員共通の制度を導入した。運用のしやすさを考慮し、給与項目を決めた。賃金水準につ
いては、現行の支給額を維持しつつ、職務評価の結果や昇給モデルによる世間相場を考慮して、具体的な金額を設定した。
職種給は、職務評価により算出された結果に対し、既存の常勤職員の支給水準を基に算出したポイント単価をかけて金額を
設定した。

(2) 非常勤職員の賃金制度

　非常勤職員を含む全職員に対して、職務評価の結果を用いた新制度に係る説明会を開催し、新制度の趣旨・概要の説明に
加えて、実際に使用した職務評価の手法についても丁寧に解説した。

(3) 制度導入に向けて

給与項目 備考

年功給
・世間相場や勤続年数を考慮して支給
・人事評価結果を反映させた定期昇給を実施
・世間相場を参考にして賃金テーブルの開始値を設定

職種給
・職務（役割）評価結果を踏まえ算出
・職務ポイント×ポイント単価により算出
・職種別、等級別にシングルレートを設定

資格手当 ・公的資格の取得者に対して支給

役職手当 ・主任以上の役職者に対して支給

　なお、常勤職員については、事業所間での配置転換等人材活用の仕組みや運用等を考慮し、別途、手当を支給することとした。
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　等級ごとの標準的な職務内容に従事している職員 (非常勤職員含む )を対象に職務評価を使って職務ポイントを
算出し、今回設定した格付け制度にズレがないことを確認した。

(2) 職務評価の活用場面

※「 - 」は職務評価実施時では該当者がいないため空欄となっている

等級 事務 介護 看護 ケアマネ 相談

5 等級 37 36

4 等級 - 32 -

3 等級 26 24 26 24 23

2 等級 13 15 22 19 18

1 等級 11 10 12

(3) 職務評価実施により得られた効果
　常勤職員と非常勤職員を分けずに同じ枠組みで制度設計することで、相互に賃金の均衡を図ることができる制度
を導入することができた。結果、職員の賃金に対する納得感が高まり、モチベーションの向上に寄与した。また、
非常勤職員の格付け制度が整備されたことで、非常勤職員に対して、どうすれば昇格できるか、どうすれば賃金が
上がるかを示すことができ、個々の職員のやる気を引き出し、能力開発などを含めたスキルアップにも大きく貢献
した。

職員のメリット
・常勤と非常勤の賃金の均衡
・賃金に対する納得感
・能力開発等を含めたスキルアップ

モチベーションの向上

法人のメリット
・採用すべき人材の明確化
・優れた人物の確保
・人材育成への効果的な投資
・能力に基づいた適材適所の配置

法人の業績向上法人と職員が
共に成長

3 職務（役割）評価の導入事例
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均等・均衡待遇を意識した
有期契約社員人事制度に係る事例
株式会社大丸松坂屋百貨店

     参考事例

所在地 ・東京都江東区

従業員数
グループ企業への
出向者数を含む

・正社員：3,971名（2017年 5月31日時点）
・有期契約社員 (パートナー )：1,143名
・嘱託社員：379名

主な事業内容 ・百貨店業
(札幌、東京、静岡、名古屋、京都、大阪、博多など全国主要都市に19店舗を展開 )

 1. 企業概要

 2. 取組みのポイント

・“仕事 (職務 )”基軸に基づいて、有期契約社員の制度を見直し、正社員との総合的な均衡待遇を実現

人事制度改革のコンセプト

現実の組織・職務状況に応じた
適正な職務等級体系の確立

各人の能力・適正・意志に応じた
適正かつ公正な配置の実現

各人の成果・貢献に応じた
メリハリある公正な評価・配分の実現

公
正
処
遇
の
実
現

「組織生産性」
「人的生産性」の

飛躍的な向上

 3. 人事制度改革の経過

　株式会社大丸では、2000年以降、「組織生産性」、「人的生産性」の飛躍的な向上に向けて、適正・公正な処遇
を目指し、人事制度改革を進めてきた。その中で、施策の１つとして、職務評価を用いて、上位階層 (係長以上 )
から段階的に、職務等級の導入を行い、処遇の基軸を”人”から”仕事 (職務 )”に切り替えた。2006年には、
正社員の全階層について、職務等級へ一本化し、職能資格を全廃した。

※2010年には、大丸と松坂屋が、合併し、2011年、有期契約社員についても、大丸の基準に併せる形で、制度統合した。 
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 4. 職務評価実施のポイント

(1) 実施した職務評価に関する基本情報

実施目的 ・正社員の職務等級制度の構築

実施者 ・現場管理職
※職務を分析的にみる際のポイントなど、アドバイスを、外部専門機関から受けながら実施

実施対象 ・正社員の全職群550ポジションをベンチマークして、実施
※但し、一部、有期契約社員がベンチマークされる場合もある

実施方法

・外部専門機関独自の職務評価手法 (要素別点数法 )を利用することで、客観的に組織における
　個々のポジションが果たす役割の大きさを評価

・「手順１．上位ポジションの予備職務評価」、「手順２．ベンチマークとなるポジションを選んだ
　上で職務評価」、「手順３．部門・評価者間での調整」を経て、最終結果を抽出

・以降、ポジションの新設・改廃に応じて、部分的に、職務評価を実施

　外部専門機関独自の職務評価手法 (要素別点数法 )を利用することで、組織における個々のポジションが果たす
役割の大きさを、３分野７要素16項目から構成される職務評価手法で、客観的に評価した。

(2) 職務評価手法

分野 要素 ポイント

組織

組織への影響度 113

人の指揮・管理 35

部門 / 事業本部

責任の範囲 70

他組織との折衝度 30

役割

資格条件 120

問題解決 80

仕事環境 10

458

職務評価例職務評価の構成要素
［組織］
組織への影響度 人の指揮・管理

仕
事
結
果
の
影
響
度
組織の大きさ

管
理
人
数

管理領域
［部門／事業本部］
責任の範囲 他組織との折衝度

責
任
の

独
立
度

ビジ
ネス
の

理解
度

責任の
広がり度

折
衝
頻
度

折衝
の

対象

折衝に
要する能力

教
育
水
準

経験度

革
新
へ
の
要
求
度

問題処理の困難度

［役割］
資格条件 問題解決

身
辺
の
危
険
度

仕事環境の困難度

仕事環境

3 職務（役割）評価の導入事例
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 5. 有期契約社員の人事制度

(1) 有期契約社員の役割等級制度

　正社員の人事制度改革に伴って、雇用区分が異なっても、不整合の起きないよう、均衡待遇をコンセプトに、
2007年に、有期契約社員について、正社員との対応関係を整理し、５段階の職務等級を設定した。2014年に、
労働契約法第20条 (不合理な労働条件の禁止 )の趣旨に沿って、”職務”基軸 (職務等級制度 )をベースに、“貢献”
基軸 (役割等級制度 )を組み込むことで、等級ごとの給与幅を均一化し、教育訓練制度や福利厚生制度などを正社
員と揃えるなど、正社員との均衡待遇を実現した。

　有期契約社員のP５～P３は、セールス職群のPS１～S３、アソシエイト職群のA５～A３に対応しており、
P３以上であれば、セクションリーダーや、チーフといった役職に就けるレベルである。一方、P２は、セールス
職群のS１、アソシエイト職群のA１に対応し、リーダー、サブチーフに就けるレベルである。P１に対応する
正社員の役割等級は存在しない。なお、職群に応じて、詳細な等級定義が存在する。

正社員の役割等級制度 有期契約社員の
役割等級制度

マネジメント職群 セールス職群 アソシエイト職群

M2

M1

PS2

PS1

S4

S3

S2

S1

A5

A4

A3

A2

A1

P5

P4

P3

P2

P1

： ： ：

　評価の適正化を図ることを目的として、上位ポジションに絞って予備職務評価を行った。次に、職務評価について
多くの実績を持つ外部専門機関のコンサルタントが同席の下、現場管理職が、ベンチマークした社員について、職務
を要素別に分解し、評価を行った。評価結果の信頼性を担保するために、想定した結果と異なる結果であれば、その
場で、スケールの目安となる具体例を示し、都度、評価の目線合わせを行った。１人の評価者が担当するポジション
を10から15程度に絞り、評価者間のばらつきを抑え、職務評価としての正確性を担保した。なお、最終的には、
部門・評価者間で調整を行い、評価結果を確定した。

(3) 実施手順
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 6. 職務評価を活用した効果

　同社の場合、職務評価によって予め確立された“仕事 (職務 )”基軸に基づく正社員の等級体系、賃金の仕組み、
その他の諸条件に、有期契約社員の仕組みを準拠させることで、総合的な均衡待遇を実現した。
また、独自のノウハウを持つ外部専門機関からの協力を得て、社内の基準のみならず、市場性を考慮した客観的な
職務評価手法を用いることで、社員からの納得感が高まった。

(2) 有期契約社員の賃金制度

　有期契約社員の賃金制度は、等級ごとに年収ベースで設定され、基本給、役職手当、賞与から構成される。基本給は、
職務等級ごとに支給範囲が、上下6～7万円程度で設定されている。P５～P３は、全国共通のテーブルであり、
人材活用の仕組みや運用などの違いを考慮し、正社員の８～９割水準で設定されている。

3 職務（役割）評価の導入事例
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C O L U M N

　わが国の労働市場と企業の人事管理は、大きな転換期を迎えている。その中でも年功給や職能給の限界が指摘されており、「賃金決

定のあり方」は喫緊の課題となっている。

　新しい賃金制度にはさまざまなタイプが存在するが、特に注目を集めているのが、仕事や職種をベースにした新しい賃金決定シス

テムである。こうした社会的ニーズに対応するため、2005年、学習院大学経済経営研究所（GEM）は「仕事別賃金統計プロジェクト」

を発足させた。同プロジェクトは、多くの企業や個人が自由に活用できる標準的な仕事別賃金統計の手法を開発し、それに基づいた

賃金データを社会に提供することを主たる目的としている。この目的を実現するため、同プロジェクトには、賃金統計に関連する主

要な諸機関（民間調査・研究機関、企業、労働組合）の賃金の専門家が参加し、数多くの議論が重ねられてきた。「GEM Pay Survey 

System」とは、職務(役割)評価の手法の一つであり、同プロジェクトから生み出された成果の１つである。以下、その概略について

みていこう。　

　「GEM Pay Survey System」は、調査対象者を「職務（役割）」で分類することから始まる。

 ここで言う「職務（役割）」とは、大まかに括った仕事のことであり、「職種」と「ランク」の2軸によって「職務（役割）」が定義される。

　ここで注意したいのは、「職務（役割）」とは、あくまでも仕事を大まかに括ったものであり、仕事を細分化したものではないという

点である。仕事をベースに賃金を決めると言うと、アメリカ企業で用いられている職務給を想像する方も多いかもしれない。このア

メリカ型職務給は、細分化された仕事ごとに賃金額が決められ、例えば人事部の中でも制度設計担当者と採用担当者と教育訓練担当

「職務（役割）別賃金測定スキーム」

調査と統計の作成

職務（役割）別賃金統計の作成

調査対象「職務（役割）」の選択

職務（役割）別賃金調査の実施

職務（役割）分類表

職務（役割）評価法 賃金調査法

【GEM Pay Survey System の流れ】

職種（共通型）

ランク 対応職位名 人事・
総務

経理・
財務 経営企画 法務 営業 情報

システム
高度

専門職
サポート

業務

6 事業部長

5 部長

4 課長

3 リーダー

2 スタッフ

1 ジュニアスタッフ

職種
（業界特化型）

業界特有の
職種群

【職務(役割）分類表】

職務（役割）
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　詳しくみると、インプット要因としては人材代替性の1項目、スループット要因としては革新性、専門性、裁量性、対人関係の複雑さ（部

門外/社外）、対人関係の複雑さ（部門内）、問題解決の困難度の６項目、アウトプット要因としては経営への影響度の1項目を「職務（役割）」

を評価する項目とした。この８項目について5段階のスケールを準備したものがそれぞれの「職務（役割）」の大きさを測定する仕組みで

ある。なお、評価項目の数とスケールの段階については、活用に応じて自由に変更してもよいとなっている。　

　最後に「GEM Pay Survey System」では、上記の手法で測定された「職務（役割）」の大きさと賃金データを組み合わせることに

よって、職務（役割）別賃金のデータが蓄積されていくシステムとなっている。同システムは、これまで長野県経営者協会、日本分析

機器工業会などによって活用されている。

者では、賃金額が異なるという仕組みである。そのため、この職務給を用いると、たとえ同一部門内であっても配置転換が困難になる。

また、賃金制度を維持するためのコストが高くなるなどの問題点がある。これまでの日本企業の経験を考えると、いきなり細分化さ

れた仕事ごとに賃金を決めるというのも、現実的な話ではない。そこで「仕事別賃金統計プロジェクト」では、大まかに括った仕事と

して、「職務（役割）」という概念を採用することとした。これにより、対象の職種とランクが決まれば、それに応じた実在者の賃金デー

タを聞くことで、簡易的に仕事別賃金統計を構築することも可能である。しかし、対象の職種とランクで定義されただけの「職務（役

割）」では、調査対象企業によって、その中身を異なって解釈することも考えられる。例えばＡ社の営業職の課長は、10の仕事を担

当しているが、Ｂ社の営業職の課長は5の仕事しか担当していないというケースもあるだろう。こうした状況下で賃金データをいく

ら蓄積しても、本当の意味で営業職の課長に払うべき賃金を把握することはできない。そこで、「GEM Pay Survey System」では、

それぞれの「職務(役割）」を評価することとした。ここで問題になってくるのは、「職務（役割）」を評価するためには、どのような評価

項目が妥当なのかという点である。この点を検討するために、「仕事別賃金統計プロジェクト」では、さまざまなコンサルタントやシ

ンクタンクが行っている賃金統計の整理を行った。それを踏まえながら、同プロジェクトの参加メンバーで議論を重ね、職務(役割）

評価項目は、インプット要因、スループット要因、アウトプット要因の3つの枠組みから構成されているものと整理した。

インプット アウトプットスループット
職
務（
役
割
）を
み
る
視
点

職
務(

役
割
）評
価
の
視
点

職
務（
役
割
）評
価
項
目

人材の投入

人材代替性

職務（役割）に人材を
配置する

目標の設定
（Plan）

革新性

業務の目標（「何をす
るのか」）を設定する

実施
（Do）

専門性

裁量性

対人関係の複雑さ
（部門外／社外）

対人関係の複雑さ
（部門内）

専門知識を活用し、
他者と協同しながら
自己判断を加えて業
務を遂行する

問題解決行動
（Check，Action）

問題解決の困難度

業務の遂行にあたっ
て発生する問題を解
決する

成果

経営への影響度

業務遂行によって成
果をあげる

業務を担当する人材を確
保することが、どの程度
困難であるのか

業務遂行によって実現が
期待される成果は、経営
にどの程度の影響を与え
るのか

どの程度達成の難しい
目標が設定されている
のか

業務を遂行するにあた
り、どの程度の「専門性」

「（対外的な調整・交渉に
よる）対人関係の複雑さ」

「（自己判断が必要な）裁
量性」の要素が求められ
るのか

業務遂行の過程で、どの
程度解決の難しい問題
が発生するのか

業務遂行のプロセス

● 職務（役割）評価法

3 職務（役割）評価の導入事例
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職務(役割)評価の
より詳細な情報の
入手方法4

　厚生労働省では、パートタイム労働者をはじめとした、パート労働に関する情報を「パート労働ポータルサイト」

で情報提供しています。

　本サイトでは、本ガイドラインや本ガイドラインに則ったITツールをダウンロードし、職務評価を簡単に実施

できるほか、パート指標・診断ツールにより、現在のパートタイム労働者の雇用管理の現状と課題を自主点検し

たり、パートタイム労働者の雇用管理改善のポイントや短時間正社員制度の取組事例なども見ることができます。

　本サイトを貴社でのパートタイム労働者の雇用管理の改善ににお役立てください。

URL：https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/

（１）「パート労働ポータルサイト」の概要



4 職務（役割）評価のより詳細な情報の入手方法
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　都道府県労働局雇用環境・均等部（室）では、職務(役割)評価の実施方法や取組事例等について情報提供をして

いますので、お気軽にお問い合わせください。 

（２）都道府県労働局の窓口

都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）の連絡先一覧

電話番号 FAX 番号 郵便番号 所在地

北海道 011-709-2715 011-709-8786 060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１　札幌第一合同庁舎９階

青　森 017-734-4211 017-777-7696 030-8558 青森市新町２丁目４－25　青森合同庁舎２階

岩　手 019-604-3010 019-652-7782 020-8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15　盛岡第２合同庁舎５階

宮　城 022-299-8844 022-299-8845 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地　仙台第４合同庁舎８階

秋　田 018-862-6684 018-862-4300 010-0951 秋田市山王７丁目１番３号　秋田合同庁舎４階

山　形 023-624-8228 023-624-8246 990-8567 山形市香澄町３－２－１　山交ビル３階

福　島 024-536-4609 024-536-4658 960-8021 福島市霞町１－46　５階

茨　城 029-277-8295 029-224-6265 310-8511 水戸市宮町１丁目８番31号　茨城労働総合庁舎６階

栃　木 028-633-2795 028-637-5998 320-0845 宇都宮市明保野町１－４　宇都宮第２地方合同庁舎３階

群　馬 027-896-4739 027-896-2227 371-8567 前橋市大手町２－３－１　前橋地方合同庁舎８階

埼　玉 048-600-6210 048-600-6230 330-6016 さいたま市中央区新都心11－２　ランド・アクシス・タワー 16階

千　葉 043-221-2307 043-221-2308 260-8612 千葉市中央区中央４－11－1　千葉第２地方合同庁舎

東　京 03-3512-1611 03-3512-1555 102-8305 千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎14階

神奈川 045-211-7380 045-211-7381 231-8434 横浜市中区北仲通５－57　横浜第２合同庁舎13階

新　潟 025-288-3511 025-288-3518 950-8625 新潟市中央区美咲町１－２－１　新潟美咲合同庁舎２号館４階

富　山 076-432-2740 076-432-3959 930-8509 富山市神通本町１－５－５　富山労働総合庁舎５階

石　川 076-265-4429 076-221-3087 920-0024 金沢市西念３丁目４番１号　金沢駅西合同庁舎６階

福　井 0776-22-3947 0776-22-4920 910-8559 福井市春山１丁目１－54　福井春山合同庁舎９階

山　梨 055-225-2851 055-225-2787 400-8577 甲府市丸の内１丁目１－11　４階

長　野 026-227-0125 026-227-0126 380-8572 長野市中御所１－22－１　長野労働総合庁舎２階

岐　阜 058-245-1550 058-245-7055 500-8723 岐阜市金竜町５丁目13番地　岐阜合同庁舎４階

静　岡 054-252-5310 054-252-8216 420-8639 静岡市葵区追手町９－50　静岡地方合同庁舎５階

愛　知 052-857-0312 052-857-0400 460-8507 名古屋市中区三の丸２－５－１　名古屋合同庁舎第２号館２階

三　重 059-226-2318 059-228-2785 514-8524 津市島崎町327番２　津第２地方合同庁舎2階

滋　賀 077-523-1190 077-527-3277 520-0806 大津市打出浜14番15号　滋賀労働総合庁舎４階

京　都 075-241-3212 075-241-3222 604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１　１階

大　阪 06-6941-8940 06-6949-6486 540-8527 大阪市中央区大手前４－１－67　大阪合同庁舎第２号館８階
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兵　庫 078-367-0820 078-367-3854 650-0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３　神戸クリスタルタワー 15階

奈　良 0742-32-0210 0742-32-0214 630-8570 奈良市法蓮町387番地　奈良第三地方合同庁舎２階

和歌山 073-488-1170 073-475-0114 640-8581 和歌山市黒田二丁目３－３　和歌山労働総合庁舎４階

鳥　取 0857-29-1709 0857-29-4142 680-8522 鳥取市富安２丁目89－９　２階

島　根 0852-31-1161 0852-31-1505 690-0841 松江市向島町134－10　松江地方合同庁舎５階

岡　山 086-225-2017 086-224-7693 700-8611 岡山市北区下石井１－４－１　岡山第２合同庁舎３階

広　島 082-221-9247 082-221-2356 730-8538 広島市中区上八丁堀６番30号　広島合同庁舎第２号館５階

山　口 083-995-0390 083-995-0389 753-8510 山口市中河原町６－16　山口地方合同庁舎２号館５階

徳　島 088-652-2718 088-652-2751 770-0851 徳島市徳島町城内６番地６　徳島地方合同庁舎４階

香　川 087-811-8924 087-811-8935 760-0019 高松市サンポート３番33号　高松サンポート合同庁舎２階

愛　媛 089-935-5222 089-935-5210 790-8538 松山市若草町４番地３　松山若草合同庁舎６階 

高　知 088-885-6041 088-885-6042 780-8548 高知市南金田１番39号　４階

福　岡 092-411-4894 092-411-4895 812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目11番１号　福岡合同庁舎新館４階

佐　賀 0952-32-7167 0952-32-7159 840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番20号　佐賀第２合同庁舎３階

長　崎 095-801-0050 095-801-0051 850-0033 長崎市万才町７－１　住友生命長崎ビル３階

熊　本 096-352-3865 096-352-3876 860-8514 熊本市西区春日２－10－１　熊本地方合同庁舎Ａ棟９階

大　分 097-532-4025 097-573-8666 870-0037 大分市東春日町17番20号　大分第２ソフィアプラザビル３階

宮　崎 0985-38-8821 0985-38-5028 880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番22号　宮崎合同庁舎４階

鹿児島 099-223-8239 099-223-8235 892-8535 鹿児島市山下町13番21号　鹿児島合同庁舎２階 　　　　　　　　

沖　縄 098-868-4380 098-869-7914 900-0006 那覇市おもろまち２－１－１　那覇第２地方合同庁舎１号館３階
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